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国立大学における学卒無業と就職指導体制

吉　　本　　圭　　一

　要　約

　本論文は，今日の長期的な景気低迷のもとで関心をあつめている学卒無業について，国立大学にお

ける実態を，就職指導組織対象のアンケート調査から明らかにし，その規定要因を探るとともに，そ

うした課題に対応するための就職指導の類型について検討を行った。

　その結果，先行研究と比較して，今日，国立大学においても学卒無業が広範に広がっていること，そ

してそれと並行して，特にこれまで民間の就職指導に十分な体制を持たず，高い比率の学卒無業を抱

える教育学部などで，学部単位での就職指導体制の確立が進んできていること，中でも経済界など学

外との連携が重要な課題として認識されるようになっていることが明らかになった。すなわち，就職

指導体制の差異が就職実績を規定しているという側面よりも，とくに低い就職実績が大学組織におけ

る危機意識を喚起し，就職指導体制の充実に向かいつつある。しかしながら，就職指導体制が就職実

績の改善をもたらすまでには，多くの課題があり，特に教員・職員が共通の課題認識をもっているか

どうか，そして個々の学生の興味関心に応じた個別指導が進められているかどうか，こうした点で，

就職指導実績の低い大学・学部でいかにしてその方法論を確立していくか，などについて論じた。

1　課題と方法

1．1　課題と研究の背景

　激動する経済環境のもとで，かつ就職協定の廃止に伴い，新規学卒者の就職の仕組みにさまざまの

変化が生じつつあり，これに対応して国立大学における就職指導体制等の在り方についての現状及び

問題点を把握し，改善すべき方向について検討することが必要となってきている。

　これまでに，大学における就職指導体制については，国立大学と私立大学で，また専門分野によっ

て事情は大きく異なっていることが，吉本・米澤（1994）および，日本労働研究機構i（1993）によっ

て指摘されてきた。

　この1990年代初頭の調査では，全般に，私立大学および工学系分野において就職指導がきめ細やか

に実施されている。とくに，私立大学の中では，歴史的伝統のある大学では個別学生に対して進路の

アドバイスをする「アドバイザー型」（原論文では「カウンセラー型」の名称）’（1）の指導がなされてい

るのに対して，新興私立大学では個別企業に対して職員が積極的に就職ルートを開拓する「営業型」
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の指導が特徴的であった。また，工学系では，国立私立ともに，研究室単位で，それらの両方の要素を

兼ね備えた指導がなされていることが明らかになった。

　これに対して国立大学における就職指導は，専門分野等によっても異なるが，全学的に行われてい

るとともに，各学部・研究科および，各研究室単位も含めて重層的に展開されている。この場合「重

層的」であることは，必ずしも「学生が多面的な指導を受ける」ことを意味していない。むしろ，理

工系を除けば，国立大学での就職指導は私立大学と比較して，どのレベルでも明らかに不活発であり，

とくに国立大学の文科系においては，ほとんど格別の就職指導は実施されていない現状が指摘された。

それは，おおくの国立大学が，戦後の高等教育拡大のもとでも，依然として相対的に高い社会的威信

を受け，これまで順調に卒業生を就職させることができていたため，格段の就職指導の必要性が意識

されてこなかったと解釈することができる。

　しかし，バブル経済の崩壊をへて1990年代を通じて厳しい就職環境がつづき，さらに1997年には就

職協定が廃止されるに至り，こうした事情は一変した。就職環境の厳しさは，もはや国立大学におい

ても例外ではない。そして，大学の学生に対するガイダンス機能の充実と，就職困難iな学生に対する

支援が，大学内外の各層から求められるようになってきた。文部省では就職指導専門官が配置され，

また各国立大学においても就職指導を専門とする職員配置が進みつつあり，国立大学全体として就職

指導への関心が急速に高まっている。

　今日，地域の事情や大学の特性に応じて，それぞれの大学がさまざまに就職指導の体制の確立，指

導活動の改善・充実に向けて取り組んでいる事例がある。そこで，その多様な取り組みの実態を把握

し，そうした取り組みの中から生まれつつあるさまざまの知恵を，共有し総合する必要性が生じてい

る。本稿のデータのもととなる調査もこうした背景から実施されている（2＞。

　本稿での分析課題は以下の通りである。第1に，「日本的学卒就職システム」についての社会認識

のもとで見過ごされてきた「学卒無業」について検討する。第2に，特に国立大学に関する調査結果

から，学卒無業の実態，その規定要因としての大学特性，学部特性を明らかにする。第3に，就職指導

に関する組織と活動について，特に私立大学の「営業型」「アドバイザー型」の就職指導体制に相当

するものが国立大学でどの程度発達してきているのか，その実態を明らかにするとともに，大学・学

部特性の範囲での規定要因の検討を行う。そして，第4に就職実態と就職指導体制との相互的な関係

を検討する。そして，最後に，これらの分析結果をもとに，とくに就職実績の低い大学，学部で求めら

れる就職指導のあり方について考察する。

12　分析の方法

　本稿で用いるデータは，学校基本調査等の既存統計のほか，98国立大学に対して文部省が1997年9

月に実施した郵送法調査を用いる。この調査では，国立大学98校すべてを対象として，学部および大

学院修士課程までの学生の就職をめぐる指導体制および指導活動就職の実態等について調査し，98

校すべてからの回収を得ている（結果は，文部省高等教育局学生課1998を参照）。

　本稿では，学部段階における民間就職に焦点をあてることとし，大学院研究科および医学部・歯学
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部を除き87大学272学部を分析対象とした。

　分析は，第2節では，学校基本調査等の既存統計資料を用いるが，第3節以後は，このアンケート調

査を用いる。これらの結果は，全学単位と，個々の学部単位で検討する。

　2　学卒無業の実態と「日本的就職システム」

2．1大卒無業と統計上の「ミッシング」

　文部省・労働省の統計によれば，1999年の大卒者の就職内定率は9割にとどまり，また雇用動向調

査では4年制大卒未就職者数が4万2，000人であると報告されている。

　戦後の日本では，1950年半後半からの高度経済成長期を通じて学卒人材需要は高水準にあり，1970

年代のオイルショックや1980年代の円高不況などの一時的な景気後退局面は多くあったものの，いず

れも素早い景気回復を経験しそきた。すなわち，戦後一貫して学卒就職のシステムが発展し，学卒就

職こそが一般的な最初の職業へのルートという社会認識が形成されており，このため「学卒無業」に

ついては，ほとんど例外的な事態として大きな社会的関心を持たれてこなかった（3）。

　そうした社会認識からすれば，大卒無業者4万2，000人という数字だけでも十分に深刻である。しか

し，統計をさらに注意深く検討すれば，学校教育において職業生活への指導が欠けている，あるいは

今後重点的な指導についての検討が必要となる層として，それ以上の深刻な数字が指摘できる。すな

わち，学校基本調査報告書の1998年版では，大卒での「無業者」が8万1，000人であり，それ以外に

「死亡，および不詳」が3万2，000人ある。雇用動向調査で「失業」と計上されているかどうかを別に

して，学校教育終了段階で「学卒就職」が仮定する情報が得られていない規模が12万人近くに達して

いる。卒業してわずかの期間であるため，死亡はほとんどないと仮定すれば，12万人近くが「無業」

という可能性もある。就職者35万人前後と比較して，4分の1近くが就職していない，ないしは不明

であるということになる。

　近年の大学評価の動向において，点検・評価すべき項目は，単に教員の研究業績にとどまらず，学

生に対する教育活動の内容に及んできている。そして，さらに教育の成果が点検されるべきだという

世論も強まっている。こうした段階において，卒業後の「死亡，および不詳」は重要な意味をもつ。

ひとつにはその多くは，「学卒失業」という実質的な問題でもあろう。また，そうした指摘に対する

「実際は就職しているのに学生が連絡してこないのだ」といった教職員側のよく見られる反応・弁明

自体，いかに大学側に学生の教育成果への関心が低かったか，そうした問題を明らかにしょうとする

積極的な取り組みがなったか，を示している。

2．2若年コーホートの職業生活への移行一離学理50万人「ミッシング」の時代

　こうした「無業」と「ミッシング」は，日本全体でどの程度の規模があるのかを推計してみると，1

990年の中学卒業者198万人は，図1のようにさまざまの教育段階を修了しあるいは中退しながら社会

にでていく（Yoshimoto　et．　al．1998より作成）。この推計は1990年中卒コーホートに対応した各年度の
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学校基本調査報告書の統計表を

可能なかきり組み合わせて，198

万人の進路を推定したものであ

る。

　中学校卒業時にこのコーホー

トの192万人が進学し，その3，4，

5年以上後に111万人が高校卒業

後，高等教育に進学し，5年後の

短大・専門学校等卒業段階から

さらに勉学（大学）を継続して

いる者が53万人，7年後に大学

卒業後さらに大学院で進学して

いる者が5万人となる。その間

に若者たちが徐々に社会に出て

いく。他方，学校基本調査でど

のぐらいの数の就職者が把握さ

れているかといえば，中卒者が

4万，高卒が54万，短大等で44万，

大学で36万，合わせて138万人で

ある。

　そこて，コーホート全体から

在学者と就職者を差し引いてみ

ると，54万人分の，卒業者として

カウントされているが，卒業時

点で就職せず，最終的にも上級

学校に進学しなかった「無業者」，

および「中退者」が加わってく

る。すなわち，卒業後の無業者，

および中退者を含めて54万人と

いうことになる。「日本的な就職

システム」は，いわば所与の実

態として議論される場合も多い

が，実態としては，同一年令コー

ホートの4分の1がそうした

「日本的就職システム」ではカバー

吉　本　圭　一

図1　1990年中卒コーホートの進路推計

単位　100万人

中卒時
　　　　　高校高校　　　　　　　　短大等
　　　　　卒業　在学申　　　　　　　　　在学申
　　　　　時

短大　　　　　　　　大学
　　　大学
等卒　　　　　　　　卒業　　　　在学中
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注）各数値は，『学校基本調査1990年』の「申学卒嗣子の状況」によ

　　る198万人をもとに，そのコーホートの進路をその後の学校基本

　調査報告書によって推計したものてある。すなわち，大学　短

　　大進学者は，1993年高卒者の同年大学　短大　専門学校入害者

　　数，1994年の高卒1年後の大学　短大入学者数，およひ1995年の

　　高卒2年以上の大飯　短大入学者数をこれに当てている。卒業

　　者数と就職者数は最短の標準卒業年による。
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されていないということが明らかである。

　3　国立大学における就職決定と「ミッシング」の状況

3．1　国立大学における就職決定状況

　国立大学における学部卒業時点での就職決定状況（医歯系は分析対象から除く）については，卒業

時点で就職までの進路を確定できない卒業生が，国立大学においても無視できない比率で存在してい

ることが明らかである。

　1998年文部省調査データによって全国立大学の平均をとれば，卒業者が一大学あたり1，160人，進学

者が314人であるのに対して，就職者が618人，一時的な仕事についている者16人，無業者142人，その

他37人となっている。そこで，本稿においては，就職者，一時的就職者，無業者，その他の合計を，潜

在的な就職希望者全体と想定し，その中での就職者の比率を，就職決定率として指標化し，検討をす

すめることとした。すなわち，この指標は，無業者・その他も潜在的な就職希望者と仮定することで，

概念的に，労働省統計で用いるいわゆる，就職率に相当するものとなっている。

　この指標でみると，大学全体としての就職決定率は，75．9％であり，ぼぼ4人に1人が卒業時点では

無業・その他の進路をとっていることがわかる。この数字は，もちろん文部省の就職内定状況に関す

る統計数値とは大きく食い違うことになるが，それは本指標が，大学に就職希望を出していない者

（場合によって取り下げた者）を含めているためである。彼らは，大学と関係なく勝手に就職できた

ため統計的な枠組みからはずれたのか，それとも大学に頼っても無駄だから就職希望を表明していな

いのか。事情は異なるけれども，共通する問題は，大学側が，多くの場合，そうした相当数の学生が連

絡してこない状況を「放置」し「見失っている」ことである。

3．2　大学・学部特性との関連

　それでは，こうした就職決定率の大学ごとの分布はどうなっているのだろうか。就職決定率を大学

単位でみると，同じ国立大学の中でも就職決定率が50％を下回る大学から，90％を上回る大学まで幅

広く存在している。学部構成等の特色から分類した大学特性によれば，表1のとおり，教育系大学で

就職決定率が低く，逆に，理科系大学および，総合大学，とくに大規模総合大学では就職決定率が高く

なっている。

　また，学部単位でも同様の指標化を行った。表2のように，工学系で高い就職決定率の学部が多い

のに対して，教育系，人文系，理学系の学部などで就職決定率の低い学部が多く見られる。

　ただし，同じ専門分野でも，個々の学部間での決定率のばらつきは大きいことが読みとれる。この

ことは，大学や学部による就職指導その他の取り組みの如何によって卒業生の就職へのプロセスやそ

の結果に差が生じる可能性があるということを意味している。

　またこの就職決定率は，さらに，大学の所在地域や学生の性別構成などによっても左右されている。

　地方地域や女子の比率の高い大学や学部では，就職決定率が低い傾向にある。
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表1　大学タイプ別の就職決定率
（学部票，％）

0－25％ 25－50％　　50－60％　　60－70％　　70－80％　　80－90％　90－100％ 計 対象数

総　教　文　理

大規模総合大学
@　合　　大

@　育　系　大

@　系　　大

@　系　　大
繪ﾈ，芸術，体育系等大学

学学学学

0．0

O．0

O．0

O．0

O．0

U6．7

0．0　　　　　　0．0　　　　　　0．0　　　　　66．7　　　　　33．3

O．0　　　　　　0．0　　　　　12．5　　　　　56．3　　　　　31．3

Q7．3　　　　　27。3　　　　　18．2　　　　　18．2　　　　　　9．1

O．0　　　　　　0．0　　　　　42．9　　　　　　0．0　　　　　57ユ

O．0　　　　　　0．0　　　　　　7．1　　　　　21．4　　　　　35，7

P6．7　　　　　　0．0　　　　　　0．0　　　　　　0．O　　　　　l6．7

0．0

O．0

O．0

O．35．70．0

100．0

P00．0

P00．O

撃nO．0

P00．0

P00．0

932〃7146

大　　学　　計 5．1 5．1　　　　　　3．8　　　　　12．7　　　　　36．7　　　　　30．4 6．3 100．0 79

注）ここでは学部構成によって，特定の専門分野で構成される大学について，教育系大学，文系大学，理系大学，医学・

　芸術・体育系大学として分類し，その他を総合大学とした。総合大学の中では旧帝大および筑波大学，広島大学を

　大規模総合大学として区別して集計している。

表2　学部の専門分野別の就職決定率
（学部票，％）

25－50％ 50－60％ 60－70％ 70－80％ 80．90％ 90－100％ 計 対象数

人 文　　　系 α0 8．3 45．8 33．3 12．5 0．0 100．0 24

社　会 科　学　系 0．0 3．8 15．4 30．8 36．5 13．5 100．0 52

理 学　　　系 3．4 3．4 51．7 24ユ 13．8 3．4 100．0 29

工学， 理工系 0．0 0．0 2ユ 0．0 38．3 59．6 100．0 47

農 学　　　系 0．0 5．7 5．7 34．3 違2．9 11．4 100．0 35

保健系， その他 5．6 5．6 11．1 33．3 27．8 16．7 100．O 18

教 育　　　系 11．9 16．7 33．3 28．6 9．5 0．0 100．0 42

学 部　　計 2．8 6．1 21．5 24．7 27．5 17．4 100．0 247

　表3にみるとおり，女子学生比率が6割を越えるような学部の半数近くでは，就職決定率が6割を

下回り，卒業生5人中の2人が無業などの状態で卒業している。こうした学部は，人文系及び教育系

が多く，専門分野ごとの就職の困難さと女子の就職困難とが相乗した状況にあることが明らかである。

4　国立大学における就職指導体制の確立と学外連携の模索

4．1　就職指導に関わる教職員組織

　就職指導の体制については，今日すべての国立大学が何らかの形で就職指導体制を組んでいる。し

かし，教職員配置などにおける，組織の運営体制における大学問，学部間の差は大きい。

　すなわち，就職指導を専門とする委員会については，全学的な委員会を設置していない大学も本調

一　44　一



国立大学における学卒無業と就職指導体制

表3　女子比率別の学部別就職決定率
（学部票，％）

学部の就職決定率

25－50％ 25－50％ 60－70％ 70－80％ 80－90％ 90－100％
計 対象数

〇一10％ 0．0 0．0 2．8 0．0 36．1 61．1 100．0 36
学

10－20％ 0．0 0．0 12．5 9．4 34．4 43．8 100．0 32

部
20－30％ 0．0 5．0 27．5 32．5 32．5 2．5 100．0 40

の
30－40％ 6．3 9．4 15．6 43．8 25．0 0．0 ユ00．0 32

女
40－50％ 0．0 6．1 30．3 30．3 24．2 9．1 100．0 33

子
50－60％ 3．7 11．1 22．2 25．9 33．3 3．7 100．0 27

比
60－70％ 8．6 11．4 37．1 25．7 14．3 2．9 100．0 35

率
70－100％ 8．3 8．3 25．0 41．7 8．3 8．3 100．O 12

合　　　　計 2．8 6．1 21．5 24．7 27．5 17．4 100．0 247

査87校中の15校，比率にして17．2％ある。とくに，大規模な総合大学において設置率が低くなってい

る。これは，他の学生指導，厚生関係の委員会の中で扱われているということでもあろうけれど，学

生への進路や就職の指導の比重が，その分だけ小さい傾向にあるということも言えるのではないだろ

うか。

　全学的な就職指導の窓口における教職員の配置についても，大学間で大きな差がある。表4のとお

り，常勤の専任事務職員を配置している大学は49．4％，ほぼ半数の大学である。兼務者については，事

務職員は60．9％の大学で配置され，教員についても29．9％の大学で配置されている。教員を配置して

いるのは，教員養成系の大学および理科系の大学で多くなっている。特に，理科系大学の73．3％で教

員が就職指導の窓口になっている。

　比率としてはそれを下回っているけれども，教育系大学では，事務官の配置よりも，むしろ教官が，

多くの大学で就職指導に直接関与する体制をとっている。

　この点は，1991年時点の日本労働研究機構の調査結果とのもっとも大きな差異のひとつである。す

なわち，これまで伝統的に，教員養成系の大学では，教員採用試験に向けて，教官が関与してのきめ細

かな指導がなされてきたけれども，民間等の一般就職にはほとんど眼を向けてこなかった。しかし，

現実の進路多様化やゼロ免課程の拡大のもとで，これまでに教員採用に関して蓄積してきたノウハウ

を一般就職に応用しようとしており，結果的に，こうした教員が直接就職指導に関わるという体制へ

の移行が，むしろスムーズにできたのではないだろうか。いずれにせよ，一般就職へのノウハウはほ

とんどなかったところであり，真剣な取り組みが始まっていることが明らかになった。

　これに対して，大規模総合大学では，全学的な就職指導の窓口に対して教官が配置されるというこ

とは，この1997年の調査時点まで，専務者はもちろん兼務者においてもなかった（4）。専門分野の多様

さから，その全般的な領域をカバーすることが困難なためでもあるけれども，全学的な就職指導を専
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表4　全学的な就職指導窓口における教職員の体制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（大学票，多項目回答，％）

合　　　：計蕪撃船大学 教育系
蛛@学

文系大学 理系大学
医科，芸
p，体育
n等大学

①教　　官
　　…
R．4 0．0 2．6 0．0 14．3 0．0 14．3

常勤専任 i

②事務官 49．4　：

@　i
22．2 52．6 909 42．9 4α0 28．6

①教　　官 29．g　i 0．0 10．5 45．5 14．3 73．3 71．4

常勤兼務

②事務官 60．9　i 88．9 63．2 27．3 28．6 66．7 85．7

①企業OB
23i

11．1 0．0 9．1 0．0 0．0 0．O

②職安OB 4．6 33．3 0．0 9．1 0．0 0．0 0．0

非常勤 ③教委OB

　　i23

0．0 0．0 18．2 0．0 0．0 0．0

④大学OB Ll　i 0．0 0．0 9ユ 0．0 0．0 0．0

⑤その他 8．0 11ユ 5．3 9．1 28．6 0．0 14．3

…一一……・一一一……一…一一一一一一一…一一…一一
p一一……一

幽一冒一一一一F雫■需n魑冒曹， 甲，P一一9曽層曽曽國 甲F，曹R暫噛曹一一r醒一■り”閣“響 7一，，【髄・「 回■一一一雫F一一，炉，ゴ幽

体制なし
就職指導窓口の教職員

3．4　i 0．0 5．3 9ユ 0．0 0．0 0．0

対象校数 87 9 38 11 7 15 7

門とする委員会の設置も少ないこととあわせてみると，全学的な対応が困難な様子が読みとれる。

　徐々に改善されてきているとはいえ，私立大学の動向と比較してみると，就職指導の窓口に就職指

導の専任者が配置できていない現状など，まだ依然として国立大学の方に多くの課題が残っていると

考えられる。

　なお，非常勤職員を配置するという事例については，配置している大学数はまだ少ない。非常勤職

員の場合，大学教職員経験者よりも，職安OB，企業OB，教育委員会OBなどの幅広い関係領域の経

験者が配置されることが多い。学生へのさまざまな情報提供の窓口になっており，示唆に富んでいる。

4．2学外との連携

　国立大学において，もっとも経験が浅く，しかしながらもっとも求められている組織・体制的な課

題が，私立大学の「営業型」組織でとくに積極的に推進されている「学外との連携」である。

　調査結果をみると，学外との連絡会議等を実施していない大学は26．4％あり，残りのほぼ4分の3

は，何らかの会議等を通して就職指導に関わる学外との連携を図っている。連携対象としては，他大

学等との連携が4割強，経済団体，企業，地方公共団体などとの連携も，それぞれ4分の1の大学が実

施している。なお，大学タイプ別には，大規模総合大学および教育系大学では，すべての大学がこう

した連絡会議を開催している。とくに，教員養成系大学では，これまでの教員採用に関して教育委員

会との密な連携を図ってきたのであるが，それに加えて新たに経済団体や企業，地方公共団体など幅

広く学外との連携を模索している様子がうかがえる。
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　なお，学部単位でみると，学外との連絡会議等を組織しているのは，4分の1の学部にとどまって

おり，その中では，教育学・教員養成系で半数以上の学部がこうした組織的体制を整備しているほか，

工学・理工学系で3割以上となっている。

　5　国立大学における就職指導活動の拡がりと深化

5．1情報の提供およびガイダンスの実施

　国立大学の就職指導体制について一定の整備状況を見ることができた。それでは，これまで私立大

学で幅広く実施されてきた各種の指導活動はどの程度まで国立大学でも普及し，また充実してきてい

るのだろうか。

　就職指導の活動のうち全学生を対象とする共通性の高いものについては，就職のための要覧・手引

き書等の作成やガイダンスの開催など，国立大学において急速に広がっているとみてよい。しかし，

他方，個人面談などの学生個々人を対象とした指導は，依然として低調である。

　まず，学生全体に関わる就職要覧その他の資料作成についてみると，学生へ提供するガイドブック

や資料集などの要覧等を一切作成していない大学が34．5％ある。残りの65．5％の大学は，何らかの形

態で要覧等を作成し学生に配布している。

　就職ガイダンスについて，表5で全学レベルについてみると，89．7％の大学が何らかのガイダンス

を実施している。

　この数字は，1991年の日本労働研究機構調査で，国立大学の全学的な組織での実施率が56．0％であっ

たことと対比すれば，就職指導への大学全体としての取り組みが飛躍的に拡充していることが明らか

である。1991年当時の私立大学のガイダンス実施率96．3％と照らし合わせてみても，当時の国立・私

表5　全学での就職ガイダンスの実施状況
（全学票，％）

合計麟総合大学 癸育季 文系大学理系

ガ ①一 般

　　i65．5

44．4 71．7 45．5 100．0 66．7 57．1

イ ②企 業
4aoi　　：

66．7 55．3 45．5 28．6 40．0 0．0

ダ ③公 務 57．5i 77．8 78．9 36．4 57．1 33．3 0．0

ン ④教 員 195i
11．1 18．4 63．6 0．0 6．7 14．3

ス ⑤女 子 184　i 55．6 23．7 0．0 14．3 6．7 0．0

実 ⑥留学生 αoi 0．0 0．0 0．0 0．0 0．0 0．0

施 ⑦その他 13．8i 22．2 13．2 0．0 42．9 13．3 0．0

，，曹，，騨r，噂騨，， 一冒．

一＿＿…＿＿，＿＿＿＿＿…．．．．＿
S…．＿一＿，．＿．＿…＿＿．＿＿＿．………，＿．．＿．……＿．…＿＿＿．＿＿

ガイダンスは未実施 10．3　｝

@　i
11．1 7．9 18．2 0．0 6．7 28．6

対 象　　数 87　i 9 38 〃 7 15 7
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立間の就職指導体制の格差を，ほとんど埋めて合わせたとみることができる。ガイダンスの種類も今

日多様化しており，一般的なガイダンスはほぼ3分の2の大学が実施しており，加えて，公務員向け

ガイダンスや企業向けガイダンスがほぼ半数の大学で実施されている。

　大学のタイプ別には，大規模総合大学で多くの種類のガイダンスを実施しており，文系の単科ない

しは文系のみの複数学部をもつ大学では，すべての大学が一般向けガイダンスを提供している。また，

教育系大学で教員向けガイダンスをほぼ3分の2の大学が実施している。

　このことは，学部単位でも同様であり，教員養成系大学や教育学部で，広い範囲の情報を作成し，ま

たガイダンスを実施する傾向が確認できた。これは，これまで見られなかった傾向である。現下の教

育系における就職環境の厳しさを反映して，これらの学部における進路をめぐる危機意識と現実への

対応性が高まっていることが読みとれるだろう。

　次に，就職ガイダンスの規模をみるために，表6では，全学レベルのガイダンスの実施回数や参加

学生数の平均値を算出している。

　大学の規模の差もあり，それぞれにばらつきはあるけれども，およそ全大学平均で1．5回の一般向け

ガイダンスを実施し，計196．3人の学生を集め，また1．3回の公務員向けガイダンスを実施し，118．6人の

学生の参加を得ている。全大学を平均してみると，先に算出した通り潜在的就職希望者は800人程度

とみなせる。他方，表6で①から⑦までの各種ガイダンスでの参加学生延べ総数は560名ほどであり，

ほぼ就職希望者数の7割ほどに相当する延べ参加学生数になっている。もちろん，積極的に就職への

取り組みをしている学生は複数のガイダンスに参加しているはずであり，それを考慮すればガイダン

スのカバーする範囲は，7割よりも低いことになる。

　ともあれ，ガイダンスの規模を理解するために，同じ表の右側には，実際にガイダンスを実施して

表6　全学での各種ガイダンスの実施回数および参加学生数
（全学票）

全大学（87）を分母と して 実施大学を分母と して
実施回数を
ｪ母として

実施率 実施回数
参　加
w生数
鷲i実施回数 輩生袈 実施回ごとﾌ平均参加

@学生数

％ 回 人 校 回 入 人

① 一 般　向 け 65．5 1．5 196．3 57 2．3 299．7 130．9

② 企 業　向 け 46．0 1．0 104．1 40 2．2 226．3 104．1

③ 公 務　向 け 57．5 1．3 118．6 50 2．3 206．3 912

④ 教 員　向 け 19．5 0．7 88．8 17　i 3．6 455．4 126．9

⑤ 女 子　向 け 18．4 02 31．4 16 1．1 170．7 157．0

⑥ 留 学生向 け 0．0 α0 0．0 0 0．0 0．0 0．0

⑦ そ の 他 13．8 0．3 20．6 12 2．2 149．3 68．7
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いる大学で，平均的な実施回数と参加学生数，さらには一回の実施あたりの参加学生数を算出してあ

る。たとえば，一般向けの就職ガイダンスを実施している大学では，1回あたり130人前後の学生が参

加し，こうしだガイダンスを年二回あまり実施している。すなわち，大学全体としての一般向けガイ

ダンスを実施していれば，潜在的就職希望者800名のうち，ほぼ六分野一程度が，そのガイダンスへの

参加を契機として，各人なりになにがしかの就職や職業選択へのステップを刻んでいると見ることが

できよう。

　各学部単位で実施しているガイダンスの規模についても，同様に推計してみると，平均的にみて，

6割の学部が一般向けガイダンスを実施しており，その形態としては100名程度の参加規模のガイダ

ンスを都合3回開催していることがわかる。学部での平均的な就職希望者総数が200名強であること

を考えてみると，学部単位でのガイダンスへの参加状況は全学的なガイダンスと比較して十分高いこ

とがわかる。またガイダンスの規模自体，全学的なものと学部で実施するものと極端な差がない。国

立大学のガイダンスにおいては，学部単位での指導のほうが，むしろより実質的，効果的であること

がわかる。

　なお各学部単位でのガイダンス実施率をみると，国立大学の272学部のうちで，70．6％の学部が就職

ガイダンスを実施している。この比率は，1991年の日本労働研究機構調査での学部レベルでの実施率

70．2％と比較して，ほとんど差がみられない。

　すなわち，この数年間の変化で重要な点は，ガイダンス実施の中心は従来通り各学部であるけれど

も，それに加えて，大学全体として，全学的なレベルで就職ガイダンスを実施することが合意され，そ

のイニシアティブで大規模なガイダンスが開催されるようになってきたということである。全学的に

職業や将来の社会生活へのオリエンテーションを提供することへの認識が広まっていることが読みと

れる結果である。

5．2　0B懇談会・業界研究会など組織化

　就職指導においては，学外の人材や情報を積極的に活用する必要がある。特に，私立新興大学の

「営業型」の就職指導の特色は，個々の企業との接触とともに，こうしたOB懇談会，業界研究会，企

業研究会などを積極的に組織しているところにある。

　国立大学におけるこうした活動の実施状況をみると，全学的には，2割弱の国立大学がOB懇談会

を実施しており，文系，理系の単科もしくは共通の専門分野からなる大学で，こうした実施比率が高

くなっている。また，OB懇談会を実施していれば，同時に多くが，業界研究会，企業研究会を実施し

ている。

　表7は，OB懇談会等の学外者招聰による活動についての，学部単位での実施状況である。　OB．懇談

会については学部での実施率の方が全学での実施率よりも高く，また工学系の学部では半数をこえて

いる。すなわち，専門分野によって進路が基本的に異なる現実からすれば，むしろ学部単位でこそ実

施しやすい領域であるといえよう。

　全学レベルおよび各学部レベルで実施するOB懇談会等への参加学生数を，比較してみると，全学
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頭7　学部単位でのOB懇談会等の実施状況
（学部票，多項目回答，％）

①　　　　　②
nB懇談会　業界研究会　企業研究会　していない

③ どれも実施
計 対象数

人 文　　　系 12．0 8．0 16．0 76．0 100．0 25

社　会 科学系 23．3 6．7 6．7 71．7 100．0 60

理 学　　　系 29．0 9．7 9．7 61．3 100．0 31

工学， 理工系 50．0 4．2 18．8 41．7 100．0 48

農 学　　　系 13．5 8．1 0．0 78．4 100．0 37

保健系， その他 4．8 0．0 0．0 95．2 10α0 21

教 育　　　系 12．0 4．0 2．0 84．0 100．0 50

学 部　　計 22．8 5．9 7．7 70．6 100．0 272

で実施している場合にも，各学部で実施している場合にも，その規模はあまり差がない。

　これは，学部において実施する場合に相対的により効果的に学生を集めることができるという可能

性を示唆している。専門分野による卒業後の進路特性に応じて，より学生が親近性を抱けるような懇

談会等の設定の工夫が求められているといえよう。

5．3個人相談などの個別指導の実施

　大学の学生全体や学部生全体を対象として，進路・職業選択や就職活動に関わる全般的な指導を行

うガイダンス活動は，前述の通り近年，全学的なレベルで極めて活発に実施されるようになってきた。

次に，私立大学の就職指導モデルのひとつ「アドバイザー型」に関わる，個別指導の活動についてみ

ることにしよう。個人面談などの個別指導については，大学の学部よりもさらに小さい単位で実施さ

れているものもあり，学部全体として実施していなくとも，個々の教員レベルで実施されていること

もあろう。しかし，ここでは，あくまでも大学全体および学部全体として把握されている範囲での，

「組織的な個別指導」の実態を検討していく。

　全学レベルでの個人面談等の個別指導の実施状況をみると，全大学のうち28．7％が個人相談などの

機会を設けている。その中では，実施対象学年からみて，その目的は多様であることが推察できる’
B

すなわち，4年生だけを対象とした場合には，個別企業の検索や就職活動にかかわる具体的な相談を

主とするであろうし，2年生以下も対象とするような場合には，広範な進路意識職業選択意識の形

成に関わる相談なども受けつけていると見ることができる。

　次に，学部別にみると，4年生のみを対象としたとした個別相談などの個別指導が，28。7％の学部で

実施されているのを含めて，ほぼ4割の学部で個別指導が実施されている。全学的な取り組みよりも

学部単位での指導の方が広範囲に行われている。

　表8は，各学部単位での個別指導の実施形態をみたものである。工学系の学部では4分の3の学部
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表8　学部単位での個別指導の実施形態 （学部票，％）

計 対象数

人 文　　　系 12．0 4．0 4．0 80．0 100．0 25

社　会 科学　系 11．7 5．0 3．3 80．0 100．0 60

理 学　　　系 35．5 9．7 3．2 51．6 100．0 31

工学， 理工系 37．5 25．0 4．2 33．3 100．0 48

農 学　　　系 10．8 5．4 2．7 81．1 100．0 37

保健系， その他 23．8 9．5 0．0 66．7 100．0 21

教 育　　　系 12．0 14．0 2．0 72．0 100．0 50

学 部　　計 19．9 11．0 2．9 66．2 100．0 272

が個人面談を実施し，しかも3分の1の学部は特定の担当者を置き，かつ常時相談にのる体制をとっ

ている。

　すなわち，専門分野ごとにその就職先の業種や仕事の特性が異なっており，そうした専門レベルで

の情報が求められる。すなわち，個別相談は，全学的に特別な「専門職としての職業相談員・カウン

セラー（学部の専門分野について詳しくない）」などが実施するよりも，個々の学部で，学部教育の

専門に関する理解のある職員・担当者が実施する方がより機能しやすいことが分かる。

　なお，個人面談を実施している場合にも，参加学生数をみると，そのばらつきは大きく，また理学，

工学系をのぞけば，概して学生の活用の程度が低いことが指摘できる。

　以上のように，就職要覧の作成やガイダンス開催については，就職状況に問題を抱える教育系など

の学部で積極的に実施されていたけれども，個別指導の場合には実施している学部の傾向が異なるこ

とがわかる。

　6　就職指導体制・指導活動と就職決定状況との関連

6．1　就職指導体制と就職決定状況

　前節の最後に指摘した問題，すなわち就職実績は就職指導体制のあり方，就職指導活動の差異によっ

て改善されるのか，それとも低い就職実績への反省が積極的な就職指導を導いているのか，因果関係

は双方向的に検討できる。

　そこで，まず就職指導体制の確立がどのような大学で顕著に進められているのか，この点に分析の

焦点を移していこう。就職指導体制の確立について，特に各学部での学外との連携（すなわち「営業

型」の一ステップとして）がどの程度進んでいるか，この学外との連携の有無に注目してみると，表

9のように，必ずしも，学外連携が進んでいるほど就職決定状況がよいとか，その逆に，就職決定状況

一51一



吉　本　圭

表9　学外との連携と就職決定状況一学部専門分野別

　　　　（学部票，数値は学外との連携をもつ学部の比率％，内字は対象学部数実数）

人文系

@　（n）

社会科学系

@　　（n）

理学系

@　（n）

工学，理工系

@　（n）

農学系

@　（n）

教育系

@　（n）

計　（n）

0－50％

T0－70％

V0－80％

W0－90％

X0－100％

　　　0

P5．4　13

Q5．0　8

O．0　3

@　　0

　　　0

Q0．0　10

R1．3　16

R1．6　19

O．0　　7

0．0　1

P2．5　16

Q8．6　7

O．0　4

O．0　1

　　　0

O．0　0

@　　0

Q2．2　18

S2．9　28

　　　0

O．0　4

Q5．0　12

Q0．0　15

O．0　4

60，0　5

R3．3　21

U6．7　12

T0．0　4

@　　0

429　　7

Q0．6　68

R2．8　61

Q2．1　68

Q7。9　43

合　計 16．7　24　　25，0　52 13，829 34，0　47 17．1　35 47．6　42 25．9　247

注）計には「保健系・その他」を含む

が悪いほど学外との連携を積極的に模索するという単線的な相関関係は読みとれない。

　しかしながら，工学・理工学系では，ほとんど90％以上という高い就職実績をあげている学部の4

割以上が，学部独自に学外との連携を確立している。また，就職実績が低い教育学・教員養成系の中

でも，相対的に高い就職実績をもつ学部ほど多くの学外連携を持っている。さらに，統計的には有意

ではないが，就職決定状況5割以下という，とくに就職困難な教育系学部でも，多くが，学外と連携を

模索している。

　すなわち，2つの因果的な関係のそれぞれが，いくつかの学部タイプで部分的に反映されていると

読みとることができよう。

6．2　個別相談と就職決定状況

　つぎに「アドバイザー型」志向の個別指導の普及状況と就職決定状況との関連について，表10をみ

ると，就職決定率が高い学部ほど高い比率で個別指導を実施していることがわかる。とくに，4年生

表10学部の就職決定率別にみた個別指導の実施状況
（学部票，％）

就職決定率
2年以下

@も可
3年以上 4年のみ 実施せず 不　明 計 対象数

25－50％ 0．0 0．0 14．3 85．7 0．0 100．0 7

50－60％ 0．0 13．3 13．3 73．3 0．0 100．0 15

60－70％ 1．9 3．8 30．2 64．2 0．0 10α0 53

70－80％ 0．0 6．6 19．7 72．1 1．6 100．0 61

80－90％ 2．9 5．9 26．5 647 0．0 100．0 68

90－100％ 4．7 9．3 53．5 32．6 0．0 100．0 43
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を対象とした個別指導に差が見られる。

　ただし，この傾向は，必ずしも，個別指導をするから就職実績が高くなるといった直接的な因果関

係を意味してはいない。就職決定率が低い教育系などの学部では，学生が自由応募型の労働市場で就

職活動を行うことが多く，就職決定率の高い工学系などの学部では，学生が研究室経由の就職活動を

行うことが多いという労働市場特性の差も関連しているからである。

　しかしながら，工学系において，自由応募が増加しながらも，個別指導が充実していることは，これ

までみた通りである。自由応募を原則とする文科系でも個別指導を充実させることは十分に可能であ

る。調査結果でも，文系大学で特定の担当者が常時個別指導にあたる体制が多数となっている。この

ことは，とくに就職困難を抱える女子大学等において就職指導の専門職員を配置するという政策的な

取り組みによるものであるとともに，「学」としての就職指導ないしキャリア・ガイダンスへの積極

的な取り組みを示すものと見ることができないだろうか。

　7　結論と考察

　本稿では，教育システム全般に就職決定状況の把握において相当数の「ミッシング」があること，

それが国立大学においても無視しえない状況にあることを明らかにした。他方，国立大学においても，

全学的に就職指導体制が組織され，ガイダンスなどの指導活動が徐々に広範に展開されるようになっ

てきたことが明らかになった。

　とくに，従来から個別指導まできめ細かに実施してきた工学系だけでなく，教員養成系大学や教育

学部で，就職に関する危機意識が高まり，就職指導体制整備への志向が形成されていることが注目さ

れる。すなわち，教育系では，これまでの教員就職一辺倒の志向を転換し，近年広範囲の就職に向け

ての指導が手がけられている。これは，教員就職の困難iがいっそう大きくなり，またゼロ免課程の拡

大も相乗して進路の多様化が生じているためと見ることができよう。その他の学部においても，就職

指導への取り組みが拡大していることは，日本労働研究機構の1991年調査と比較して明らかである。

　まだ，データで見る限り，「就職指導の充実」が「就職実績の向上」に結びついていると結論するこ

とはできない。しかし，こうした危機意識に端を発する就職指導組織の充実が進展していけば，私立

大学についての分析（吉本・米澤1994）にみるように，それが長期的にみて大学の教育効果を高めて

いくことに繋がる可能性は大きい。

　すなわち，就職指導体制整備への関心は，直接には，昨今の契機低迷に端を発するものであり，景気

回復とともに危機意識は薄れる可能性もある。他方，間接的には，長期的な趨勢として「日本的就職

システム」自体が転換期にあると考えられる。インターンシップの導入も同じ背景から生じているが，

学生を社会へ送り出すという教育成果への関心が徐々に広がってきているのではないか。またそれら

と関連して，アウトプットベースの大学評価が大学管理・運営において大きな課題となりつつあり，

この観点からも学生の進路に関心が持たれだしてきた。これらを契機として，卒業生を送り出すこと

が大学の責務であり，そのために職業への移行に関するガイダンス機能を充実させることが不可欠で
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あるという認識が高まっていると見ることができるかもしれない。

　ただし，現段階において，就職指導の充実してきた分野はまだ限られている。大学の学生部等の全

学的な組織として独自に展開できることは多く実施されており，それらは学生部等における職員配置

であったり，また就職ガイドや要覧などのほぼどの分野にも共通の情報の作成・提供である。さらに，

…時的に学外の関係者若干名に講師依頼をするガイダンス活動なども盛んになっている。

　これに対して，就職指導の充実が遅れている領域も多い。それらは，（1）教員の窓口配置など教員

サイドとの連携が必要な領域法に（2）カリキュラムへの導入や全学的なカリキュラム開発との連

携など教務関係の事項，（3）個人面談，OB懇談会，業種研究会などさまざまの専門分野の関心が異な

るような指導領域（4）学外者に委嘱する非常勤職員の配置，学外との連絡会議，大学間で共通なデー

タベースやネットワークを開発し活用するなどの学外の関係機関との連携に関わる事項である。第2

点めの，カリキュラム全体への就職指導の統合的な位置づけという点では，一般に就職指導の充実し

ている私立大学においても，まだ適切なかたちで実現されておらず，国公私立大学に共通の課題とし

て残っている。

　しかし他の多くの点で，就職指導体制の充実に関して，まだ依然として私立大学の「アドバイザー

型」，「営業型」それぞれのタイプの典型的な就職指導と比較して，明らかな落差がある。

　こうした私立大学が進めてきたような就職指導体制への転換を図っていくためには，何よりも「全

学的な体制」が重要である。このことは，文部省調査の中でも多くの副学長，学生部長が指摘してい

ることである。すなわち，個々のさまざまの具体的提言や改善策を展開させるうえで，全学と部局，

教官と事務官，文科系と理科系，教育活動と就職指導それぞれの連携協調を基礎とする，全学的な指

導体制が，欠かすことのできないということである。そうした総合的な観点からの，全学的な就職指

導体制の確立こそが，今日の国立大学における就職指導体制等の在り方に関する基本課題であると考

えられる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

（1）吉本・米澤（1994）は，原論文では「カウンセラー型」として論じているが，就職指導におい

　　て求められる個別指導の担当者は，いわゆる狭義の心理学を専門とする「カウンセラー」でなく，

　　またそうである必要はないため，誤解を招きやすい表現を改めることが適切であると思われる。

　　そこで，原論文の主旨を尊重しつつ，「アドバイザー型」として引用することとした。

（2）文部省は1997年8月に「国立大学における就職指導体制等の在り方に関する研究会」を組織し，

　　上述の課題の検討のための国立大学の就職指導体制に関する実態調査を行っている。報告書は，

　　文部省高等教育局学生課（1998）を参照。

（3）　高卒無業の広範囲の存在について，求職者数と就職実績との落差，また求職者数が就職活動期

　　間中に徐々に減少していることについての分析は，雇用職業総合研究所（1988）を参照。

（4）調査翌年の1998年に，大規模総合大学としてはじめて，広島大学で学生就職センターが設置さ

　　れ，専任教官1名を含む教員の指導体制が整備されている。
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　　　　lhis　paper　focuses　on　recent　issues　ef　employment　and　unemployment　of　university　graduates，

using　a　survey　data　to　guidance　and　placement　divisions　of　National　Universities．　lndependent

factors　on　graduate　unemployment　are　analyzed　and　implications　for　university　policies　on　guidance

and　placement　are　discussed．　Main　findings　are　（1）widespread　unemployment　of　graduates　at　even

national　universities，　（2）recent　developments　of　guidance　and　placement　division　and　activities　at

several　fields　of　study　such　as　a　faculty　of　education，　compared　with　previous　studies．　The　causal

relationships　are　observed　at　both　directions．　On　the　one　hand，　at　some　faculties’　including　faculties

of　education，　a　high　ratio　of　graduate　unemployment　made　them　try　to　develop　a　better　organized

guidance　and　placement　system　than　before　and　to　build　new　linkages　with　a　wide　rage　of　social

partners　including　business　and　industry．　Consensus　and　cooperation　between　and　within　academic

and　adiministrative　staffs　are　one　of　crucial　factor　to　develop　a　good　guidance　system．　On　the　other

hand，　some　faculties　witho厩a　well　ftnctioning　system　and　activities　for　guidance　and　placement　are

still　suffe血g　from　a　high　ratio　of　unemployment　even　comparing　within　certain　field　of　study．
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